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（１）収益的収入及び支出

第１款　漁業集落排水事業収益

　　第１項　営業収益

　　第２項　営業外収益

第１款　漁業集落排水事業費用

　　第１項　営業費用

　　第２項　営業外費用

（注）営業費用中委託料の財源に充てるため、企業債2,300,000円を借り入れた。

25,587,635

収　　　　入

地方公営企業法第２４条第３項
の 規 定 に よ る 支 出 額 に 係 る
財 源 充 当 額

補 正 予 算 額 合　　　　　　計

27,348,000

2,678,000

0

0

27,348,000

2,678,000

区　　　　　　　分

予　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　額

当 初 予 算 額

支　　　出

流 用
増 減 額

地 方 公
営 企 業
法第２４
条第３項
の 規 定
に よ る
支 出 額

区　　　　　　　分

24,670,000 24,670,000

小　　　　　計

0

補 正 予 算 額

27,234,635

予備費
支出額

27,234,635

当 初 予 算 額

25,587,635 0

予　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　　　

1,647,000 0 1,647,000

   対 馬 市 漁 業 令 和 7 年 度　　
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　　　　　　額

2,656,430

24,635,078

決　　算　　額

241,494

2,048,4082,576,351

241,494

0

地 方 公
営 企 業
法第２６
条第２項
の 規 定
に よ る
繰 越 額

△ 56,492

△ 21,570

△ 34,922

27,291,508

（単位：円）

備　　　　　　　　考

（うち、仮払消費税及び地方消費税）

2,605,716

△ 29,365 763,040

1,285,368

（確定税額　

不　用　額

地 方 公
営 企 業
法第２６
条第２項
の 規 定
に よ る
繰 越 額

決　　算　　額合　　　　　計

1,647,000

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

1,676,365

24,658,28427,234,635

25,587,635 22,981,919

 集 落 排 水 事 業 決 算 報 告 書

（単位：円）

備　　　　　　　　　　　　考

（うち、仮受消費税及び地方消費税）

△ 762,160 円）
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（２）資本的収入及び支出

第１款　資本的収入

　　第１項　他会計出資金

第１款　資本的支出

　　第１項　建設改良費

　　第２項　企業債償還金

　    　資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 １，７６６，９１４円は、当年度分消費税及び地方消

0

15,691,000

補 正 予 算 額

17,400,000

17,400,000

収　　　　入

区　　　　　　　分

予　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　

0

地方公営企業法
第２６条の規定に
よる繰越額に係る
財 源 充 当 額

当 初 予 算 額

支　　　出

区　　　　　　　分 継 続 費 逓
次 繰 越 額

15,691,000

20,691,000 0

0

20,691,000

5,000,0005,000,000

小　　　　計

17,400,0000

017,400,000

予　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　

継 続 費 逓 次
繰 越 額 に 係 る
財 源 充 当 額

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額
流 用
増減額

小　　　計

地方公営企
業 法 第 ２ ６
条の規定に
よ る
繰 越 額

－6－



（うち、仮払消費税及び

17,400,000

　　　額

　　額

不 用 額

17,400,000

15,691,000

5,000,000

15,690,914

3,476,000

 費税資本的収支調整額 ３１６，０００円、過年度分損益勘定留保資金 １，４５０，９１４円で補てんした。

（単位：円）

備　　　　　　　考

地方消費税）

　　

316,000

0

316,0001,524,086

86

0

17,400,000

017,400,000

合　　　　　　計

決　算　額

翌年度繰越額

地方公営企業
法 第 ２ ６ 条 の
規 定 に よ る
繰 越 額

合　　計

19,166,91420,691,000

合　　　　　計

（うち、特定収入仮受消費税及び地方
消費税）

0

備　　　　　　　　　　　　考
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

（単位：円）

決　　算　　額

0

1,524,000

継 続 費
逓 次
繰 越 額
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(単位：円)
１　営　業　収　益

　(1) 漁業集落排水施設使用料 2,414,936 2,414,936

２　営　業　費　用

　(1) 処理場費 6,837,739

　(2) 総　係　費 6,058,165

　(3) 減価償却費 8,800,647 21,696,551

　　営　業　損　失 19,281,615

３　営業外収益

　(1) 受取利息 14,684

　(2) 加 入 金 0

　(3) 他会計負担金 7,943,000

　(4) 他会計補助金 12,400,000

　(5) 長期前受金戻入 3,839,162

　(6) 雑収益 438,232 24,635,078

４　営　業　外　費　用

　(1) 支払利息 1,666,685

　(2) 雑 支 出 607,394 2,274,079 22,360,999

　経　常　利　益 3,079,384

令和７年度　対馬市漁業集落排水事業損益計算書
(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで)

－8－



　当年度純利益 3,079,384

　前年度繰越欠損金 3,633,165

　その他未処分利益剰余金変動額 0

　当年度未処理欠損金 553,781

－9－



令和７年度　対馬市漁業集落排水事業剰余金計算書
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

　　　　　　　　　　　　　剰

補 助 金
資 本 剰 余 金
合 計

34,199,640 3,992,360 3,992,360

0 0

0 0

0 0

34,199,640 3,992,360 3,992,360

17,400,000 0 0

17,400,000 0

0

0 0

51,599,640 3,992,360 3,992,360
この計算書における△表記は、減少、損失又は欠損を示す。

（単位：円）

51,599,640 3,992,360 △ 553,781

0 0 0

（繰越欠損金）

51,599,640 3,992,360 △ 553,781
この計算書における△表記は、減少、損失又は欠損を示す。

令和７年度　対馬市漁業集落排水事業欠損金処理計算書

処 理 後 残 高

資　本　金 資本剰余金 未処理欠損金

資　本　金

前 年 度 処 分 額

条 例 に よ る
処 分 額

前 年 度 末 残 高

議 会 の 議 決 に よ る
処 分 額

処 分 後 残 高

当 年 度 変 動 額

条 例 に よ る 処 分 額

議 会 の 議 決 に よ る
処 分 額

当 年 度 末 残 高

当 年 度 純 利 益

当 年 度 末 残 高

出 資 金 の 受 入

資 本 剰 余 金 の 受 入

資　 本　 剰　 余 　金
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（単位：円）
余　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　

未 処 分 利 益
剰 余 金

利 益 剰 余 金
合 計

△ 3,633,165 △ 3,633,165 34,558,835

0 0 0

0 0 0

0 0 0
(繰越利益剰余金)

△ 3,633,165 △ 3,633,165 34,558,835

3,079,384 3,079,384 20,479,384

0 0 17,400,000

0 0

3,079,384 3,079,384 3,079,384
(当年度未処分利益剰余金)

△ 553,781 △ 553,781 55,038,219

利　　　益　　　剰　　　余　　　金
資本合計
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(単位：円)

１　固　定　資　産

　(1) 有形固定資産

　　イ　土　　地 5,554,591

　　ロ　建　　物 144,289,570

　　　　〃減価償却累計額 △ 64,691,781 79,597,789

　　ハ　構 築 物 299,448,902

　　　　〃減価償却累計額 △ 130,457,517 168,991,385

　　ニ　機械及び装置 217,642,947

　　　　〃減価償却累計額 △ 202,155,470 15,487,477

　　有形固定資産合計 269,631,242

　(2) 無形固定資産

　　イ　ソフトウェア 2,598,400

　　無形固定資産合計 2,598,400

　　固定資産合計 272,229,642

２　流　動　資　産

　(1) 現金預金 21,182,181

　(2) 未 収 金 762,160

　(3) 貯 蔵 品 0

　(4) 有価証券 0

　(5) その他流動資産 0

　　流動資産合計 21,944,341

　　資産合計 294,173,983

令和７年度　対馬市漁業集落排水事業貸借対照表
(令和８年３月３１日)

資産の部
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３　固　定　負　債

　(1) 企　業　債

　　イ　建設改良等企業債 82,170,707

　　ロ　その他の企業債 0 82,170,707

　　固定負債合計 82,170,707

４　流　動　負　債

　(1) 企　業　債

　　イ　建設改良等企業債 16,106,601

　　ロ　その他の企業債 0 16,106,601

　(2) 未  払  金 10,495,966

　(3) 預　り　金 802,000

　　流動負債合計 27,404,567

５　繰　延　収　益

　(1) 長期前受金 321,648,976

　(2) 長期前受金収益化累計額 △ 192,088,486

　　繰延収益合計 129,560,490

　　負債合計 239,135,764

負債の部
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６　資　本　金

　(1) 自己資本金 51,599,640

　　資本金合計 51,599,640

７　剰　余　金

　(1) 資本剰余金

　　イ　県補助金 3,992,360

　　資本剰余金合計 3,992,360

　(2) 利益剰余金

　　イ　減債積立金 0

　　ロ　利益積立金 0

　　ハ　建設改良積立金 0

　　ニ　当年度未処分利益剰余金 △553,781

　　利益剰余金合計 △553,781

　　剰余金合計 3,438,579

　　資本合計 55,038,219

　　負債・資本合計 294,173,983

資本の部

－14－



 決　算　附　属　書　類
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1．概　　　　況

（１） 総　括　事　項

　［普及状況］

　普及状況に関しては、本市の令和７年度末の集落排水世帯普及率は計画地区世帯数８９戸に対して、

　今後の計画地区世帯数の増加見込みはなく、接続戸数の増加も見込めないことから、経営戦略の見直し

水事業経営戦略改定業務を実施しました。

　［財政状況］

（２）経営指標に関する事項

経営の健全性を示す経常収支比率は１１２．８５%となっています。

　［経営指標］

令和７年度　対馬市漁業集落排水事業事業報告書

接続戸数は７０戸であり、普及率は７８．７％となっております。

を進めていく必要があるため、令和７年度は引き続き公営企業会計アドバイザリー業務及び、漁業集落排

２７，０５０，０１４円に対し事業費用 ２３，９７０，６３０円で差引 ３，０７９，３８４円の利益となって

一方、資本的収支は、税込で収入総額 １７，４００，０００円に対し支出総額 １９，１６６，９１４円で、

１，７６６，９１４円の財源不足が生じましたが、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 ３１６，

お り ま す 。

経 常 収 支 比 率

令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの財政状況につきましては、税抜きで事業収益

令和７年度決算における経営成績について、一般会計から繰入金を多額に計上していることが要因で、

０００円、過年度分損益勘定留保資金 １，４５０，９１４円で補てんしました。

以上が漁業集落排水事業決算の概要でありますが、今後も衛生的な生活環境を確保するため、

安定的な漁業集落排水事業が維持できるよう努めてまいります。

令和７年度
112.85
12.00
60.07
0.00

（単位：％）

有形固定資産減価償却率は６０．０７％であり、徐々に施設の老朽化が進んでいますが、管渠老朽化

使用料で賄えていない状況です。

率は０．０％であり、耐用年数を経過した管渠はありません。

経費回収率は１２．００％であり、汚水処理費に対して施設使用料の割合が非常に低く、事業に必要な費

管 渠 老 朽 化 率

経 費 回 収 率
有 形 固 定 資 産 減 価 償 却 率

令和６年度
79.92
11.82
59.13
0.00
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　 2．業　　　務

円
㎥

※汚水処理費(営業費用＋営業外費用)のうち減価償却費については長期前受金戻入を控除した額

（２）事業収入に関する事項（税抜き） 　 （単位：円）

（３）事業費用に関する事項（税抜き） 　 （単位：円）

雑収益 438,232 0 438,232 皆増

△ 1.6624,375,303 △ 404,67323,970,630合　　　　計
雑支出 607,394

△ 50,072

20,131,468

増　　　　減

38.17439,599

34,236

63,636

対　前　年　度　比　較

△ 9.27

7,801,000
7,400,000

34,2362,380,700

60.062,273,349

1.82

有収水量

漁業集落排水事業収益

令和7年度

令和６年度 増　　　　減

16,257 △ 1.18㎥

（１）業　務　量

67

事　　　　　項

令和８年度対馬市漁業集落排水事業会計予算

（３） 議会議決事項

議 案 第 ２ ２ 号

議決年月日件　　　　　　　　　　　名議案番号

△ 192

0.00戸戸

％

7,943,000

44.06

２．年間有収水量

5,000,000

△ 21.04

比　　　　率
△ 1.61

10.97

8,659,287

△ 1,260,299 △ 100.00
6,307,876

△ 100.00

△ 1,821,548
△ 354,601

１．年度末排水戸数 ％

9,4865,198
加入金
受取利息

△ 2.15
△ 11.56

戸

△ 392,143

㎥

0

16,065 ㎥

令和７年度

△ 217,867
167,795

3,839,162

営業収益

＝

長期前受金戻入

0

対　前　年　度　比　較

1.44
1.44

支払利息
営業外費用 2,324,151

0

2,414,936

汚水処理費(※)

17,101,139

2,380,700

0 1,260,299

1,666,685 1,884,552

提出年月日

3,784,816

21,696,551

16,065

△ 8.399,607,049

増　　　　減

148.00

△ 1,260,299

比　　　　率

合　　　　　　計 20,742,138

22,051,152
処理場費

営業費用

他会計補助金

14,684

1,260,299

総係費

令和7年度

27,050,014

4,231,305
12,400,000

営業外収益

他会計負担金

7,533,939

2,274,079

67

6,837,739

その他特別利益
特別利益

区　　　　　　　　　　分

8,800,647
6,058,165

2,414,936

減価償却費

24,635,078
182.49

令和６年度

△ 100.00

比　　　　率

＝

令 和 8 年 2 月 24 日

△ 63,636
142,000

1,253　円　13銭

令和６年度

△ 806,402

比　　　　　　　　　　較

区　　　　　　　　　　分

令 和 8 年 3 月 16 日

汚水処理原価　㎥当り　

－17－



3．会　　　計

（１）企業債の概況 　 （単位：円）

（２）現金預金明細 　 　 　 円

　 　 円

　 　 円 （単位：円）

（３）未収金内訳 （単位：円）

（４）未払金内訳  

　[営業未払金] （単位：円）

　[その他未払金] （単位：円）

7

営業外未収金科目
年度 (未収消費税還付金)

0

令和

令 和 8 年 3 月 31 日

0

644,000

0

63,681,700

前年度末残高 本年度借入高 本年度末残高

7,019,966

公営企業会計アドバイザリー業務委託料

15,540
経営戦略改定業務委託料

金　　　額
漁業集落排水施設貯留槽汚泥引抜料
水質検査手数料
漁業集落排水処理施設保守点検料

件　　　　　　　　　　　　名負担行為年月日
158,400
27,170

令 和 8 年 3 月 31 日

令 和 8 年 3 月 31 日

令 和 8 年 3 月 31 日 振込手数料

支　　　　払　　　　先

3,476,000

（有）対馬ビルサービス3,476,000

264,000 （株）BCC
水道料金

合　　　　計

負担行為年月日

令 和 8 年 3 月 31 日 漁業集落排水施設インテリジェントプリンタ取替工事完成払

合　　　　計

1,650令 和 8 年 3 月 31 日 対馬市水道局

件　　　　　　　　　　　　名

有限責任監査法人トーマツ3,900,000
有限責任監査法人トーマツ

NTT西日本
十八親和銀行

2,332,000

支　　　　払　　　　先

（有）対馬ビルサービス

（有）対馬ビルサービス
（有）対馬ビルサービス

369

令 和 8 年 3 月 31 日

令 和 8 年 3 月 31 日 漁業集落排水施設電話料

2,300,000

21,182,181

現 金

21,182,181

21,182,181

金 融 機 関 名

本年度償還高

0

1,054,000

預 金

17,737,608

計

借 入 先

計

98,277,30815,690,914計

十八親和銀行 5,156,000 0

定　期　預　金

現 金 預 金 額

普　通　預　金

10,312,588

㈱十八親和銀行対馬支店

111,668,222

0

4,512,000

対馬農業協同組合 11,100,000

21,182,181

財務省

地方公共団体金融機構

21,182,181

21,182,181

21,417,934

73,994,288

2,300,000

金　　　額

320,837

3,680,326

口　　　　　座　　　　　別

年　度

令 和 8 年 3 月 31 日

12,346,000

令 和 8 年 3 月 31 日 企業会計システム保守委託料

762,160
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令和７年度　対馬市漁業集落排水事業キャッシュ・フロー計算書
(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで)

(単位：円)

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 3,079,384

　　減価償却費 8,800,647

　　長期前受金の戻入額 △ 3,839,162

　　受取利息及び配当金 △ 14,684

　　支払利息 1,666,685

　　営業及び営業外未収金の増減額（△は増加） △ 204,336

　　営業及び営業外未払金の増減額（△は減少） 2,314,307

　　その他流動負債の増減（△は減少） 36,000

　　小計 11,838,841

　　受取利息及び配当金 14,684

　　支払利息及び企業債取扱諸費 △ 1,666,685

　　業務活動によるキャッシュ・フロー① 10,186,840
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２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　固定資産取得・建設改良事業等実施額 316,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー② 316,000

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　企業債による収入 2,300,000

    他会計からの出資による収入 17,400,000

　　企業債の償還による支出 △ 15,690,914

　　財務活動によるキャッシュ・フロー③ 4,009,086

４　現金預金の増加額④＝①＋②＋③ 14,511,926

５　現金預金の期首残高 6,670,255

６　現金預金の期末残高 21,182,181
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収 益 費 用
（ 収 益 ）

1
漁 業 集 落 排 水 事 業 収 益

1
営 業 収 益

1
漁 業 集 落 排 水 施 設 使 用 料

2
営 業 外 収 益

1
受 取 利 息

3
他 会 計 負 担 金

4
他 会 計 補 助 金

5
長 期 前 受 金 戻 入

7
雑 収 益

款 項 目
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明　　細　　書　(税　抜）
(単位:円)

　

　
 1漁業集落排水施設使用料 2,414,936 〇

 1 預金利息 14,684 ×

 1 他会計負担金 7,943,000 　× 〇

 1 他会計補助金 12,400,000 　△

 1 長期前受金戻入 3,839,162 △

 1 雑収益  〇

備　　　　　　　考

27,050,014

2,414,936

14,684

12,400,000

24,635,078

2,414,936

7,943,000

〇　課　税　　×　非課税　　△　不課税

438,232

3,839,162

金　　　額節

438,232
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（ 費 用 ）

1
漁 業 集 落 排 水 事 業 費 用

1
営 業 費 用

1
処 理 場 費

2
総 係 費

3
減 価 償 却 費

2
営 業 外 費 用

1
支 払 利 息

2
雑 支 出

項 目款
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(単位:円)

　

　
10 光熱水費 1,966,133 　〇

14 通信運搬費 168,707 　〇

15 委託料 3,500,000 　〇

16 保険料 16,982 ×

17 手数料 1,185,917 　〇

 6 旅費 33,982 　〇

15 委託料 6,022,486 　〇

17 手数料 1,697 　〇

 1 有形固定資産減価償却費 8,069,847 　△

 2 無形固定資産減価償却費 730,800 　△

 7 企業債利息 1,666,685 ×

33 その他雑支出 607,394 〇

21,696,551

23,970,630 〇　課　税　　×　非課税　　△　不課税

節 金　　　額

607,394

2,274,079

備　　　　　　　考

1,666,685

6,837,739

6,058,165

8,800,647
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資 本 的 収 支
（ 収 入 ）

1
資 本 的 収 入

1
他 会 計 出 資 金

1
他 会 計 出 資 金

（ 支 出 ）

1
資 本 的 支 出

1
建 設 改 良 費

2
施 設 整 備 費

2
企 業 債 償 還 金

1
企 業 債 償 還 金

款 項 目

款 項 目
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明　　細　　書　(税　抜）
(単位:円)

 1 他会計出資金 17,400,000 △

(単位:円)

　

21 工事請負費 3,160,000 　〇

 
　

 1 元金償還金 15,690,914 　△

備　　　　　　　考節

〇　課　税　　×　非課税　　△　不課税18,850,914

備　　　　　　　考

〇　課　税　　×　非課税　　△　不課税

15,690,914

15,690,914

3,160,000

3,160,000

節 金　　　額

17,400,000

17,400,000

金　　　額

17,400,000
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（１）有形固定資産明細書［７年度］

土 地 5,554,591 5,554,591

建 物 144,289,570 144,289,570

構 築 物 299,448,902 299,448,902

機 械 及 び 装 置 214,482,947 3,160,000 217,642,947

計 663,776,010 3,160,000 0 666,936,010

（２）無形固定資産明細書［７年度］

ソ フ ト ウ ェ ア 3,329,200 730,800

計 3,329,200 730,800

資 産 の 種 類
年 度 当 初
現 在 高

当 年 度
増 加 額

当 年 度
減 少 額

固　　　定　　　資　　　産　　

年 度 末
現 在 高

資 産 の 種 類
年 度 当 初
現 在 高

当 年 度
増 加 額

当 年 度
減 少 額

当 年 度 減
価 償 却 額
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（単位：円）

年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 累 計

5,554,591

62,260,998 2,430,783 64,691,781 79,597,789

125,212,001 5,245,516 0 130,457,517 168,991,385

201,761,922 393,548 0 202,155,470 15,487,477

389,234,921 8,069,847 0 397,304,768 269,631,242

（単位：円）

2,598,400

2,598,400

　　明　　　細　　　書

年 度 末 償 却
未 済 高

備 考
減 価 償 却 累 計 額

年度末現在高 備　　　　　考
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財 務 省

地 方 公 共

団 体

金 融 機 構

対 馬 農 業

協 同 組 合

令 和 5 年 5 月 26 日 1,288,000

小　　　　　　計

十 八 親 和
銀 行

5,800,000 644,000

小　　　　　　　　　　　　計 77,800,000 3,680,326

583,61741,875

279,166 3,890,780

平 成 13 年 5 月 30 日 25,300,000 1,251,621

小　　　　　　　　　　　　計 232,500,000

1,429,078

224,438

平 成 15 年 5 月 29 日

平 成 17 年 5 月 27 日 900,000

平 成 12 年 5 月 26 日 19,100,000 886,692 15,371,389

平 成 16 年 5 月 18 日 7,900,000 339,673 4,911,349

償　　　　　還　　　　　高
償 還 高 累 計当 年 度 償 還 高

企　　　　　業　　　　　債

発 行 総 額種　　類 発 行 年 月 日

40,723,965

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分
　　　　　　　償　　　　還　　　　額　　　　

15,690,914

元　　　　　金 利　　　　　息

　　　合　　　　　　　　　　　　計

1,666,685企 業 債 元 金 利 息 償 還 及 び 未 償 還 額 調

平 成 15 年 5 月 26 日 34,100,000 1,423,652

10,312,588 168,818,300

2,359,055平 成 13 年 5 月 25 日

84,043,2845,303,516平 成 14 年 5 月 27 日 118,300,000

23,768,313

53,100,000

21,415,465

平 成 14 年 5 月 29 日

31,200,000

1,054,000 1,054,000

23,858,910

3,747,073

6,566,547

60,062,392

644,000 1,288,000

454,148

5,800,000

4,900,000

9,500,000

小　　　　　　計 13,400,000

平 成 16 年 5 月 28 日

平 成 17 年 7 月 29 日 6,000,000

329,500,000 15,690,914 231,222,692

令 和 6 年 3 月 14 日 9,500,000 1,054,000 1,054,000

令 和 7 年 3 月 19 日 1,600,000 0 0

令 和 8 年 3 月 26 日 2,300,000 0 0
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(単位：円）

利 率
（％）

2.00

1.60

2.10

0.90

2.10

1.70

0.90

0.90

2.10

1.90

1.90

0.38

0.55

1.30

1.90

4,512,000 令 和 15 年 3 月 1 日 公営企業会計適用債発行総額に同じ

17,737,608

令 和 15 年 3 月 20 日〃316,383 漁業集落排水事業

〃

3,884,535 令 和 11 年 3 月 20 日 漁業集落排水事業

〃

〃

令 和 13 年 3 月 20 日

令 和 13 年 3 月 20 日

令 和 14 年 3 月 20 日2,933,453

漁業集落排水事業

漁業集落排水事業

7,341,090

1,152,927

漁業集落排水事業〃

3,728,611

2,988,651 〃 令 和 15 年 3 月 25 日 漁業集落排水事業

償 還 終 期発 行 価 額

明　　　　　細　　　　　書

未 償 還 残 高

令 和 12 年 3 月 25 日

12,376,035

漁業集落排水事業

発行総額に同じ

〃 令 和 13 年 3 月 25 日

10,331,687

漁業集落排水事業

令 和 12 年 3 月 25 日〃

未償還元金
　　　内　　　　訳

計

2,109,220 令 和 15 年 3 月 20 日

漁業集落排水事業

17,357,599 98,277,308

発行総額に同じ

34,256,716

〃

63,681,700

漁業集落排水事業

漁業集落排水事業

令 和 14 年 3 月 25 日

12,346,000

4,512,000

98,277,308

8,446,000 発行総額に同じ 令 和 16 年 3 月 1 日 公営企業会計適用債

1,600,000 〃 令 和 17 年 3 月 1 日 公営企業会計適用債

2,300,000 〃 令 和 18 年 3 月 1 日 公営企業会計適用債
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Ⅰ　重要な会計方針

　１ 固定資産の減価償却の方法

　　(1) 有形固定資産

　　　減価償却の方法は定額法による。

　　(2) 無形固定資産

　　　減価償却の方法は定額法による。

　２ 消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　貸借対照表

　１ 企業債の償還に係る他会計の負担

Ⅲ　セグメント情報の開示

　１ 報告セグメントの概要

　省略している。

Ⅳ　リース契約により使用する固定資産

　１ リース会計に係る特例措置

　規定により、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　　対馬市漁業集落排水事業は、漁業集落排水事業のみの単一セグメントであるため記載を

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、地方公営企業法施行規則第５５条第１項の

  のものを含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、 ９８，２７７，３０８円である。

　　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定

財務諸表に対する注記
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